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道路・街路事業再評価チェックリスト（１／３）      番号：街－１

事業の名称
東村山都市計画道路3・4・18号線 

西東京都市計画道路3・4・26号線
実施主体 東京都 評価該当要件

５年間継続 

（再々評価）

（３回目） 

事業所管部所 道路建設部 街路課

都市計画決定（当初） 昭和３７年    ７月 

都市計画変更（最新）     年     月

事業認可年度（当初）   平成１０年度 

事業認可年度（最新）   平成２６年度

事業箇所 西東京市西原町四丁目から東久留米市南町一丁目 評価対象区間延長   ６３０ｍ

事業期間 平成１０年 ７月～平成３１年 ３月

事業目的

東村山3・4・18号線及び西東京3・4・26号線は、西東京市向台町から東久留米市浅間町に至る延長約

５．４ｋｍの都市計画道路で、多摩北部を南北に結ぶ地域幹線道路である。 

本事業は、西東京市西原四丁目から東久留米市南町一丁目に至る延長約６３０ｍの区間について、幅

員１６ｍの道路を新設するものである。 

当該区間の整備により、並行する小金井街道等の周辺道路の交通渋滞緩和を図るとともに、歩道の整

備や電線類の地中化を行うことで、快適で安全な歩行空間を確保する。 

用 地 費 工 事 費 合  計

全体事業費      ４，５１１百万円            ６６０百万円          ５，１７１百万円

執行済額 

（執行率） 

平成２８年度末

     ４，５１１百万円 

     （   １００ ％）

         ４３１百万円 

      （  ６５ ％）

           ４，９４２百万円 

          （  ９５ ％）

用地取得率 

平成２９年３月現在

取得予定面積（Ａ） 既取得面積（Ｂ） 用地取得率（Ｂ／Ａ）

８，８４１㎡ ８，８４１㎡ １００％

事業の必要性等に関する視点 (Ⅰ)

事業の順調さ（事業は順調に進んでいるか）

１．事業の進捗状況

○進捗率 

用地は１００％取得済みであるが、未移転物件が残っている。工事については、未移転物件がある区間を除いて

平成２４年度末に完了している。 

○残事業 

 未移転物件が一件残っており、建物収去土地明渡しを求め、訴訟中である。移転完了後、街路築造工事や電線共

同溝設置工事を行う。 

○その他 

 特になし。 

２．一定期間を要した背景

○５年間未着工又は10年間継続等となった原因 

未移転物件の移転促進及び訴訟準備に時間を要した。 

○地元の理解・協力の状況 

 地元住民から、本路線の早期開通の陳情が議会に提出されるなど、整備に対する要望は強い。 

事業を取り巻く状況の変化（採択時の事業の必要性は変化しているか）

１．社会経済情勢の変化（有・無） 「有」の場合は変化の内容を、「無」の場合は現況を記載。

現況自動車交通量【小金井街道】（道路交通センサスによる平日12時間交通量） 

平成１７年： ９，０１５台（小平市花小金井1-2）  ○本路線と並行する路線の交通量は、平成１７年度から 

平成２２年：１２，４９１台（小平市花小金井4-35）  増加している。交通渋滞の緩和に資する道路ネット 

ワークの構築を進めるためにも、本路線の整備が必 

要である。 

２．関連計画の変更（有・無） 「有」の場合は変更の内容を、「無」の場合は計画における当該事業の位置づけを記載。

本事業は、『都民ファーストでつくる「新しい東京」』において、「スマートシティ」交通・物流ネットワーク

の形成及び「分野横断的な政策の展開」多摩の利便性を高め、活力を引き出す交通インフラの整備に位置付けられ

ている。 1



道路・街路事業再評価チェックリスト（２／３）      番号：街－１

事業の名称 東村山都市計画道路３・４・１８号線 西東京都市計画道路３・４・２６号線 

事業を取り巻く状況の変化（採択時の事業の必要性は変化しているか）

３．周辺施設の整備状況の変化（有・無） 「有」の場合は変化の内容を、「無」の場合は現況を記載。

 本評価対象区間北側の所沢街道までの約１８０ｍ区間を平成１９年に交通開放した。また、所沢街道から北側約３１

０ｍ区間について平成２５年に交通開放し、沿道に大型ショッピングセンターが開業した。さらに、新青梅街道から南

側の６２０ｍの区間については、第四次事業化計画の優先整備路線として、平成３７年度までに着手することとしてい

る。 

４．関連する他事業等の進捗状況の変化（有・無） 「有」の場合は変化の内容を、「無」の場合は現況を記載。

 本路線と東西方向に交差する東村山３・４・１１号線については、本路線との交差部から西側５６０ｍを平成１９年

度に交通開放している。 

５．評価対象区間以外の当該路線の整備状況

 路線延長 約５．４ｋｍ 

  完成または概成区間 約０．５ｋｍ 未着手区間 約４．３ｋｍ  事業中区間 約０．６ｋｍ 

事業の効果（事業の目的に対して十分な効果を発揮することができるか）

１．定性的効果

（該当番号を○で囲む） 

① 交通渋滞の解消、② 物資流動円滑化への寄与、③ 土地利用の転換・高度化、④ 都市景観の向上、５ バスの

定時性、⑥ 交通事故の減少、⑦ 緊急車両の走行、⑧ 延焼遮断、９ 交通不便地域の解消、⑩  商業・産業の活性

化、⑪  バリアフリー化、⑫  公共施設へのアクセス向上、⑬  迂回交通の減少、  ⑭  自転車や歩行者のための空間

確保、⑮  災害時の避難路の確保、16  消防活動困難地域の解消、17  その他（         ） 

（主な内容） 

並行する小金井街道等の周辺道路の交通渋滞緩和が図られるとともに、歩道の整備や電線類の地中化を行うことで、

快適で安全な歩行空間が確保される。 

２．定量的効果

Ｂ／Ｃ＝ １．４                              （前回再々評価時 Ｂ／Ｃ ＝ １．８ ）

○便益（Ｂ）の算定（項目と金額） 

走行時間短縮便益   １０１．６億円 

走行経費減少便益    １３．８億円 

交通事故減少便益     ２．５億円 

現在価値化総便益額  １１７．８億円 

○費用（Ｃ）の算定（項目と金額） 

現在価値化総便益額（平成２９年度基準） 

事業費     ８１．６億円 

維持管理費    ２．１億円 

総額      ８３．７億円

評 

価 

と

理

由

評価の項目 評 価 当該評価を付した理由

事業の順調さ 

（事業は順調に進んで

いるか） 

Ｂ 用地については、未移転物件の建物収去土地明渡しを求め、訴訟中である。 

Ａ：特に障害はなく、概ね順調に進んでいる。 

Ｂ：障害はあるが、解決の見込みがある。 

Ｃ：解決が非常に困難な障害がある。

事業を取り巻く状況 

の変化 

（採択時の事業の必要

性は変化しているか）

Ａ 
本区間の北側区間は交通開放し、南側区間は優先整備路線に指定されるととも

に、並行する小金井街道の交通量も増加していることから、事業の必要性は高ま

っている。

Ａ：事業の必要性が高まった。 

Ｂ：事業の必要性は変化していない。 

Ｃ：事業の必要性が低下した。
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道路・街路事業再評価チェックリスト（３／３）      番号：街－１

事業の名称 東村山都市計画道路３・４・１８号線 西東京都市計画道路３・４・２６号線 

評 

価 

と 

理 

由

事業の効果 

（事業の目的に対して

十分な効果を発揮する

ことができるか）

Ａ
並行する小金井街道等の周辺道路の交通渋滞緩和が図られるとともに、歩道の

整備や電線類の地中化を行うことで、快適で安全な歩行空間が確保される。

Ａ：事業の目的に対して、十分な効果が期待できる。  

Ｂ：事業の目的に対して、一定の効果が期待できる。  

Ｃ：事業の目的に対して、あまり効果が期待できない。

事業の進捗の見込みの視点 (Ⅱ)

評 価 当該評価を付した理由

Ｂ 用地については、未移転物件の建物収去土地明渡しを求め、訴訟中である。

Ａ：概ね順調な進捗（実施）が見込まれる。 

Ｂ：課題はあるが、努力により進捗（実施）が見込まれる。 

Ｃ：解決困難な障害の発生（継続）により、進捗（実施）が困難である。

コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点(Ⅲ)

コスト縮減や代替案立案等の可能性（有・無） 「有」の場合はその内容を、「無」の場合は理由を下欄に記載。

○技術の進展に伴う新工法の採用等による新たなコスト縮減の可能性 

 一般的な街路築造工事及び電線共同溝設置工事であるため、新工法を採用する余地は極めて少ない。 

○事業手法、施設規模等の見直しの可能性 

 一般的な街路築造工事及び電線共同溝設置工事であるため、事業手法、施設規模等を見直す余地は極めて少ない。

その他、日々の事業執行におけるコスト縮減等の取組み

 施工にあたっては、建設発生土の再利用や再生材の使用を行っている。 

評価の視点

（事業の必要性等に関する視点）(Ⅰ)

 継続すべきか否か（  継続  ） 

本区間の整備により、並行する小金井街道等の周辺道路の交通渋滞緩和が図られるとともに、歩道の整備や電線類の地

中化を行うことで、快適で安全な歩行空間が確保されるため、事業を継続すべきである。 

（事業の進捗の見込みの視点）(Ⅱ)

 継続すべきか否か（  継続  ） 

用地について、未移転物件の建物収去土地明渡しを求め訴訟中であり、事業を継続すべきである。 

（コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点）(Ⅲ)

 見直しの必要の有無（   無   ） 

  建設発生土の再利用や再生材の使用などのコスト縮減は図るが、代替案は立案しない。 

総合評価（中止時の影響、事後措置を含む）

本路線は、多摩北部を南北に結ぶ地域幹線道路であり、本区間の整備により、並行する小金井街道等の周辺道路の交通渋

滞緩和を図るとともに、歩道の整備や電線類の地中化を行うことで、快適で安全な歩行空間を確保する。 

 中止の場合、想定される整備効果が発現できないことだけでなく、これまでの投資に見合った効果も得られなくなる。以

上のことから、事業者としての本事業は「継続」とする。 

対応方針（案） 継 続 ・ 中 止
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前回再々評価（２回目）と今回再々評価（３回目）の比較 番号   街－１ 

事業の名称 東村山都市計画道路3・4・18号線 西東京都市計画道路3・4・26号線 
前回再々評価時

（２回目）

今回再々評価

（３回目）
前回と今回の比較

事業概要の比較
前回再々評価

（２回目）

今回再々評価

（３回目）
前回と今回の比較

事業の進捗の見込みの

視点（Ⅱ） 

用地については、難航し

ている未移転物件の再建

策の提出を粘り強く求

め、早期の移転に努める。

工事については、移転完

了後速やかに着手する。

用地については、未移転物

件の建物収去土地明渡し

を求め、訴訟中である。
未移転物件の移転促進及び訴訟準備に時間

を要したため、事業期間を延伸した。 

全体事業費（百万円） 

内、用地費 

内、工事費

５，１７１ 

４，５１１ 

６６０

５，１７１ 

４，５１１ 

６６０

変化なし。 

執行済額（執行率,%） 

内、用地分（執行率,%）

内、工事分（執行率,%）

*済額は百万円単位

４，８７０（９４％） 

４，５１１（１００％）

３５９（５４％）

４，９４２（９５％） 

４，５１１（１００％）

４３１（６５％）

工事については一部区間を残し平成２４

年度末に完了している。 コスト縮減や代替案立案

等の可能性の視点（Ⅲ）

一般的な街路築造工事で

あるため、施工にあたっ

て新工法を採用する余地

は極めて少ない。

一般的な街路築造工事で

あるため、施工にあたって

新工法を採用する余地は

極めて少ない。
変化なし。 

用地取得予定面積,㎡ 

既取得面積,㎡ 

用地取得率,%

８，８４１㎡ 

８，８４１㎡ 

１００％

８，８４１㎡ 

８，８４１㎡ 

１００％

変化なし。 

事業期間
平成１０年度～ 

平成２５年度

平成１０年度～ 

平成３０年度
事業認可延伸による。 

総合評価 

周辺道路の交通渋滞緩

和、災害時の避難路の確

保、歩行者の安全性の向

上など、事業効果が十分

に期待できる。

（継続・中止）

並行する小金井街道等の

周辺道路の交通渋滞緩和

を図るとともに、歩道の整

備や電線類の地中化を行

うことで、快適で安全な歩

行空間を確保されるため、

事業効果が十分に期待で

きる。 

（継続・中止） 

本区間の北側区間は交通開放し、南側区間

は優先整備路線に指定されるとともに、並

行する小金井街道の交通量も増加している

ことから、事業の必要性は高まっている。 

事業規模等
Ｗ＝１６ｍ 

Ｌ＝６３０ｍ

Ｗ＝１６ｍ 

Ｌ＝６３０ｍ
変化なし。 

（その他）

評価主体のコメント 本区間の完成に向け、用地については未移転物件の建物収去土地明渡しを求め、訴訟中であり、

工事については、移転完了後速やかに着手するよう準備を行なっている。周辺道路の整備も進み、

事業の必要性は十分認められることから、事業を継続すべきと考える。 

事業の必要性等に関す 

る視点（Ⅰ）

前回再々評価

（２回目）

今回再々評価

（３回目）
前回と今回の比較

・事業の順調さ 

・事業を取り巻く状況の

変化 

・事業の効果

・用地については、契約

は締結したが再建策が未

定のため建物の移転が完

了していない案件が一件

ある。工事は、一部区間

を残し完了する予定。 

・本評価対象区間の北側

では、大型ショッピング

センターの開業に向け、

工事が進められている。

・周辺道路の交通渋滞緩

和、歩行者の安全性の向

上、災害発生時の避難路

の確保

・用地は１００％取得済

みであるが、未移転物件

が残っている。工事につ

いては、未移転物件があ

る区間を除いて平成２４

年度末に完了している。

・本評価対象区間の北側

が交通開放し、沿道に大

型ショッピングセンター

が開業した。 

・並行する小金井街道等

の周辺道路の交通渋滞緩

和を図るとともに、歩道

の整備や電線類の地中化

を行うことで快適で安全

な歩行空間を確保する。

周辺道路の整備も進み、地域幹線道路と

しての必要性が高まっている。 

前回付議時の委員会の

指摘事項等 特になし 

定量的効果（Ｂ／Ｃ） 
１．８ １．４  

前回再評価年度 平成２４年度 付議委員会 平成２４年度 第１回事業評価委員会
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道路・街路事業再評価チェックリスト（１／３）      番号：街－２

事業の名称
福生都市計画道路３・３・３０号線

（福生市大字福生） 
実施主体 東京都 評価該当要件

１０年間継

続（再評価）

事業所管部署 道路建設部 街路課

都市計画決定（当初） 昭和３６年  １０月 

都市計画変更（最新）     年     月

事業認可年度（当初）    平成２０年度 

事業認可年度（最新）    平成２６年度

事業箇所 福生市大字福生 評価対象区間延長  ６５０ｍ

事業期間 平成２０年 １２月 ～ 平成３１年 ３月

事業目的

福生３・３・３０号線は、福生市大字熊川字牛浜から青梅市新町字南植木内までの延長約５．９ｋｍ、

幅員２５ｍの都市計画道路であり、西多摩地域の道路ネットワークを形成する幹線道路である。 

本事業は、富士見通りから多摩橋通りまでの６５０ｍの区間で実施しており、JR青梅線と立体交差す

る多摩橋通りの拡幅整備と合わせて整備を進めている。 

これにより、周辺道路の渋滞緩和、地域の利便性向上、歩行者の安全性確保が図られる。 

用 地 費 工 事 費 合  計

全体事業費   ４，９３０百万円       １，２７０百万円         ６，２００百万円

執行済額 

（執行率） 

平成２８年度末

  ３，７６６百万円 

     （   ７６％）

       ５２９百万円 

      （ ４１ ％）

      ４，２９５百万円 

      （  ６９ ％）

用地取得率 

平成２８年度末

取得予定面積（Ａ） 既取得面積（Ｂ） 用地取得率（Ｂ／Ａ）

１４，８６１㎡ １１，８７２㎡ ８０％

事業の必要性等に関する視点（Ｉ）

 事業の順調さ（事業は順調に進んでいるか）

１．事業の進捗状況

○進捗率 

用地については８０％取得済みである。工事の進捗率は４１％である。 

○残事業 

未取得用地は２０％である。未取得用地については、早期更地化を目指して折衝を進めている。 

現在、本町通りの南側区間で街路築造工事及び電線共同溝設置工事を進めている。 

○その他 

特になし。 

２．一定期間を要した背景

○５年間未着工又は10年間継続等となった原因 

平成２０年度から用地取得を開始しているが、現道の無い新設道路であり地権者数が多く、土地の取得に時間を

要している。さらに高低差が大きい地形のため、擁壁等の構造物の設置が必要であり、地元協議に時間を要した。

○地元の理解・協力の状況 

事業に関する理解は概ね得られている。 

事業を取り巻く状況の変化（採択時の事業の必要性は変化しているか）

１．社会経済情勢の変化（有・無） 「有」の場合は変化の内容を、「無」の場合は現況を記載。

現況自動車交通量（道路交通センサスによる平日１２時間交通量）【福生青梅線】 

平成１７年度：７，３２７台（福生市武蔵野台２－３２） 

平成２２年度：９，６２２台（福生市武蔵野台２－３２） 

２．関連計画の変更（有・無） 「有」の場合は変更の内容を、「無」の場合は計画における当該事業の位置づけを記載。

本事業は、『都民ファーストでつくる「新しい東京」』において、「スマートシティ」交通・物流ネットワーク

の形成及び「分野横断的な政策の展開」多摩の利便性を高め、活力を引き出す交通インフラの整備に位置付けられ

ている。 

本路線の整備完了区間の交通量は、平成１７年度に比べて

増加傾向にある。交通渋滞の緩和に資する道路ネットワー

クの構築を進めるためにも、本路線の整備が必要である。
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道路・街路事業再評価チェックリスト（２／３）      番号：街－２

事業の名称 福生都市計画道路３・３・３０号線（福生市大字福生） 

事業を取り巻く状況の変化（採択時の事業の必要性は変化しているか）

３．周辺施設の整備状況の変化（有・無） 「有」の場合は変化の内容を、「無」の場合は現況を記載。

周辺は、戸建て住宅等の居住系の土地利用がなされている。

４．関連する他事業等の進捗状況の変化（有・無） 「有」の場合は変化の内容を、「無」の場合は現況を記載。

福生３・３・３０号線と併せ整備を行っている志茂立体交差事業は、都市計画道路福生３・４・２号とJR青梅線

の交差部をアンダーパスで立体交差する事業であり、新奥多摩街道の福生志茂南交差点から、水道局福生第一水源

付近までの間、約５３０ｍについて事業を進めている。 

５．評価対象区間以外の当該路線の整備状況

路線延長 約５．９ｋｍ 

完成または概成区間 約４．６ｋｍ 未着手区間 約０．６ｋｍ 事業中区間 約０．７ｋｍ

事業の効果（事業の目的に対して十分な効果を発揮することができるか）

１．定性的効果

（該当番号を○で囲む） 

① 交通渋滞の解消、② 物資流動円滑化への寄与、３ 土地利用の転換・高度化、④ 都市景観の向上、５ バ

スの定時性、⑥ 交通事故の減少、⑦ 緊急車両の走行、８ 延焼遮断、９ 交通不便地域の解消、⑩  商業・産

業の活性化、⑪  バリアフリー化、⑫  公共施設へのアクセス向上、⑬  迂回交通の減少、  ⑭  自転車や歩行者

のための空間確保、⑮  災害時の避難路の確保、⑯  消防活動困難地域の解消、17  その他（       ） 

（主な内容） 

本路線は、西多摩地域の道路ネットワークを形成する重要な幹線道路であり、本事業区間の整備により、周辺道

路の渋滞緩和、地域の利便性向上、安全で快適な歩行者空間の確保などが図られる。 

２．定量的効果

Ｂ／Ｃ＝２．２６                             

○便益（Ｂ）の算定（項目と金額） 

走行時間短縮便益   158.2億円 

 走行経費減少便益     7.2億円 

 交通事故減少便益    0.2億円 

 現在価値化総便益額  165.6億円 

○費用（Ｃ）の算定（項目と金額） 

現在価値化総便益額（平成29年度基準） 

 事業費      69.5億円 

 維持管理費    3.7億円 

 総額         73.3億円 

評
価
と
理
由

評価の項目 評 価 当該評価を付した理由

事業の順調さ 

（事業は順調に進んで

いるか） 

Ａ 
用地については、本路線の地権者のなかに事業反対者はいないことから、着

実に用地取得の進捗を図っていく。工事については、移転完了後速やかに工事

着手する。

Ａ：特に障害はなく、概ね順調に進んでいる。 

Ｂ：障害はあるが、解決の見込みがある。 

Ｃ：解決が非常に困難な障害がある。

事業を取り巻く状況 

の変化 

（採択時の事業の必要

性は変化しているか）

Ａ 

本路線の北側にある完成区間の交通量は増加している。 

本路線を整備し道路ネットワークの構築を進めることで、周辺道路の渋滞緩

和、地域の利便性向上、安全で快適な歩行者空間の確保などが図られることか

ら必要性は高まっている。 

Ａ：事業の必要性が高まった。 

Ｂ：事業の必要性は変化していない。 

Ｃ：事業の必要性が低下した。
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道路・街路事業再評価チェックリスト（３／３）      番号：街－２

事業の名称 福生都市計画道路３・３・３０号線（福生市大字福生） 

評
価
と
理
由

事業の効果 

（事業の目的に対して

十分な効果を発揮する

ことができるか）

Ａ 
本道路の整備を進めることで、周辺道路の渋滞緩和、地域の利便性向上、

安全で快適な歩行者空間の確保などの事業効果を十分発揮できる。

Ａ：事業の目的に対して、十分な効果が期待できる。  

Ｂ：事業の目的に対して、一定の効果が期待できる。  

Ｃ：事業の目的に対して、あまり効果が期待できない。

事業の進捗の見込みの視点（Ⅱ）

評 価 当該評価を付した理由

Ａ
用地については、本路線の地権者のなかに事業反対者はいないことから、着実に用地取得を進捗させ

ることが見込まれる。工事については、移転完了後速やかに工事着手する。

Ａ：概ね順調な進捗（実施）が見込まれる。 

Ｂ：課題はあるが、努力により進捗（実施）が見込まれる。 

Ｃ：解決困難な障害の発生（継続）により、進捗（実施）が困難である。

コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点（Ⅲ）

コスト縮減や代替案立案等の可能性（有・無） 「有」の場合はその内容を、「無」の場合は理由を下欄に記載。

 ○技術の進展に伴う新工法の採用等による新たなコスト縮減の可能性 

一般的な街路築造工事及び電線共同溝設置工事であるため、新工法を採用する余地は極めて少ない。 

○事業手法、施設規模等の見直しの可能性 

一般的な街路築造工事及び電線共同溝設置工事であるため、事業手法や施設規模等の見直す余地は極めて少な

い。 

その他、日々の事業執行におけるコスト縮減等の取組み

 施工にあたっては、建設発生土の再利用や再生材の使用を行っている。 

評価の視点

（事業の必要性等に関する視点）（Ⅰ）

 継続すべきか否か（継続） 

 本評価路線を整備し道路ネットワークの構築を進めることで、交通渋滞の緩和、災害時の避難路の確保、歩行者の安

全性の向上などが図られることから、事業を継続すべきである。 

（事業の進捗の見込みの視点）（Ⅱ）

 継続すべきか否か（継続） 

今後、着実な用地取得及び工事の進捗が見込まれることから事業を継続すべきである。 

（コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点）（Ⅲ）

 見直しの必要の有無（無） 

建設発生土の再利用や再生材の使用などのコスト縮減は図るが、代替案は作成しない。 

総合評価（中止時の影響、事後措置を含む）

本路線は、西多摩地域の道路ネットワークを形成する重要な幹線道路であり、本事業区間の整備により、周辺道路の

渋滞緩和、地域の利便性向上、安全で快適な歩行者空間が確保されるなどの整備効果が見込まれる。 

 中止の場合、想定される整備効果が発現できないことだけでなく、これまでの投資に見合った効果も得られなくなる。

以上のことから、事業者としての本事業は「継続」とする。 

対応方針（案） 継 続 ・ 中 止
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道路・街路事業再評価チェックリスト（１／３）      番号：街－３

事業の名称
八王子都市計画道路 

３・４・２８号線 
実施主体 東京都 評価該当要件

10年間継続 

（再評価） 

事業所管部署 道路建設部街路課

都市計画決定（当初）  昭和３６年１０月 

都市計画変更（最新）     年     月

事業認可年度（当初）     平成２０年度 

事業認可年度（最新）     平成２６年度

事業箇所 八王子市石川町 評価対象区間延長  ５１５ｍ

事業期間 平成２１年１月 ～ 平成３２年３月

事業目的

八王子3・4・28号線は、国道16号線とＪＲ豊田駅北口に繋がる日野3・3・21号線を結ぶ延長約2.0km

の都市計画道路である。 

本事業は、多摩南北道路の一つである八王子村山線から八王子 3・4・36 号線までの延長 515ｍの区

間について道路を新設するものであり、JR八高線との交差部はアンダーパスで整備する。 

本路線の整備により、八王子市及び日野市を結ぶ道路ネットワークが強化されるとともに、歩行者、

自転車の安全性の確保、地域の防災性や利便性の向上、電線類の地中化や街路樹の植栽による良好な都

市景観の創出などが図られる。 

用 地 費 工 事 費 合  計

全体事業費 １，５８９百万円 ６，６２０百万円 ８，２０９百万円

執行済額 

（執行率） 

平成２８年度末

１，５８９百万円 

（１００％）

３，４９６百万円 

（５２％） 

５，０８５百万円 

（６１％）

用地取得率 

平成２８年度末

取得予定面積（Ａ） 既取得面積（Ｂ） 用地取得率（Ｂ／Ａ）

７，０４５㎡ ７，０４５㎡ １００％

事業の必要性等に関する視点（Ｉ）

 事業の順調さ（事業は順調に進んでいるか）

１．事業の進捗状況

○進捗率 

用地は100%取得済みである。工事は平成24年度に工事用道路及びJR八高線・中央自動車道との立体交差部の協定

工事に着手しており、平成28年度末での工事進捗率は、約52%である。 

○残事業 

引続きJR八高線立体交差部の工事を実施するとともに、街路築造工事及び電線共同溝設置工事を実施していく。

○その他 

特になし 

２．一定期間を要した背景

○５年間未着工又は10年間継続等となった原因 

函体部の施工中に地中障害物が確認され、機械施工から人力施工となったこと等により時間を要した。 

○地元の理解・協力の状況 

事業に関する理解は概ね得られている。 

事業を取り巻く状況の変化（採択時の事業の必要性は変化しているか）

１．社会経済情勢の変化（有・無） 「有」の場合は変化の内容を、「無」の場合は現況を記載。

現況自動車交通量（道路交通センサスによる平日12時間交通量） 

平成17年度：15,235台（日野市多摩平3-30） 

平成22年度：16,949台（日野市多摩平3-30）

２．関連計画の変更（有・無） 「有」の場合は変更の内容を、「無」の場合は計画における当該事業の位置づけを記載。

本事業は、『都民ファーストでつくる「新しい東京」』において、「スマートシティ」交通・物流ネットワーク

の形成及び「分野横断的な政策の展開」多摩の利便性を高め、活力を引き出す交通インフラの整備に位置付けられ

ている。 

本路線と並行する国道20号の交通量は、平成17年度から 

やや増加している。交通渋滞の緩和に資する道路ネットワーク

の構築を進めるためにも、本路線の整備が必要である。
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道路・街路事業再評価チェックリスト（２／３）      番号：街－３

事業の名称 八王子都市計画道路３・４・２８号線 

事業を取り巻く状況の変化（採択時の事業の必要性は変化しているか）

３．周辺施設の整備状況の変化（有・無） 「有」の場合は変化の内容を、「無」の場合は現況を記載。

事業区間のうち、八高線の西側は畑や住宅、東側は工場施設としての土地利用がなされている。

４．関連する他事業等の進捗状況の変化（有・無） 「有」の場合は変化の内容を、「無」の場合は現況を記載。

本事業の西側区間（八王子村山線から国道16号間の延長約１．１kｍ区間）について、平成２５年度に事業着手し

ている。

５．評価対象区間以外の当該路線の整備状況

 路線延長 約２．０ｋｍ 

  完成区間 約０．４ｋｍ  事業中区間 約１．６ｋｍ 

事業の効果（事業の目的に対して十分な効果を発揮することができるか）

１．定性的効果

（該当番号を○で囲む） 

① 交通渋滞の解消、② 物資流動円滑化への寄与、③ 土地利用の転換・高度化、④ 都市景観の向上、 

５ バスの定時性、⑥ 交通事故の減少、⑦ 緊急車両の走行、8 延焼遮断、⑨ 交通不便地域の解消、 

⑩  商業・産業の活性化、⑪  バリアフリー化、⑫  公共施設へのアクセス向上、⑬  迂回交通の減少、  

⑭  自転車や歩行者のための空間確保、⑮  災害時の避難路の確保、⑯  消防活動困難地域の解消、 

17  その他（       ） 

（主な内容） 

本路線の整備により、八王子市及び日野市を結ぶ道路ネットワークが強化されるとともに、交通渋滞の緩和や災

害時の避難路の確保、歩行者の安全性の向上などが図られる。 

２．定量的効果

Ｂ／Ｃ＝２．６４                                  

○便益（Ｂ）の算定（項目と金額） 

走行時間短縮便益    １８５．２億円 

 走行経費減少便益     ４３．４億円 

 交通事故減少便益      ９．８億円 

 現在価値化総便益額   ２３８．４億円 

○費用（Ｃ）の算定（項目と金額） 

現在価値化総便益額（平成２９年度基準） 

 事業費        ８８．５億円 

 維持管理費       １．９億円 

 総額            ９０．４億円 

評
価
と
理
由

評価の項目 評 価 当該評価を付した理由

事業の順調さ 

（事業は順調に進んで

いるか） Ａ 用地取得は完了しており、工事も完成に向け着実に進んでいる。

Ａ：特に障害はなく、概ね順調に進んでいる。 

Ｂ：障害はあるが、解決の見込みがある。 

Ｃ：解決が非常に困難な障害がある。

事業を取り巻く状況 

の変化 

（採択時の事業の必要

性は変化しているか）
Ａ 

本路線と並行する国道20号の交通量はやや増加していることから、本評価路

線を整備し道路ネットワークの構築を進めることで、交通渋滞の緩和や災害時

の避難路の確保、歩行者の安全性の向上などが図られることから必要性は高ま

っている。

Ａ：事業の必要性が高まった。 

Ｂ：事業の必要性は変化していない。 

Ｃ：事業の必要性が低下した。
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道路・街路事業再評価チェックリスト（３／３）      番号：街－３

事業の名称 八王子都市計画道路３・４・２８号線 

評
価
と
理
由

事業の効果 

（事業の目的に対して

十分な効果を発揮する

ことができるか）
Ａ

国道16号線とＪＲ豊田駅北口を結ぶ本路線を整備することで、交通渋滞の緩和

や災害時の避難路の確保、歩行者の安全性の向上などの事業効果を十分に発揮で

きる。

Ａ：事業の目的に対して、十分な効果が期待できる。  

Ｂ：事業の目的に対して、一定の効果が期待できる。  

Ｃ：事業の目的に対して、あまり効果が期待できない。

事業の進捗の見込みの視点（Ⅱ）

評 価 当該評価を付した理由

Ａ 用地取得は完了しており、工事も完成に向け着実に進んでいる。

Ａ：概ね順調な進捗（実施）が見込まれる。 

Ｂ：課題はあるが、努力により進捗（実施）が見込まれる。 

Ｃ：解決困難な障害の発生（継続）により、進捗（実施）が困難である。

コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点（Ⅲ）

コスト縮減や代替案立案等の可能性（有・無） 「有」の場合はその内容を、「無」の場合は理由を下欄に記載。

 ○技術の進展に伴う新工法の採用等による新たなコスト縮減の可能性 

 立体交差区間における函体部は既に施工中であり、他区間は一般的な街路築造工事及び電線共同溝設置工事である

ため、新工法を採用する余地は極めて少ない。 

○事業手法、施設規模等の見直しの可能性 

 一般的な街路築造工事及び電線共同溝設置工事であるため、事業手法、施設規模等を見直す余地は極めて少ない。

その他、日々の事業執行におけるコスト縮減等の取組み

  施工にあたっては、建設発生土の再利用や再生材の使用を行っている。 

評価の視点

（事業の必要性等に関する視点）(Ⅰ)

 継続すべきか否か（  継続  ） 

道路ネットワークを形成することで、周辺道路の交通渋滞緩和、歩行者の安全性向上、災害時の避難路の確保など事業

効果が十分に期待できることから、事業を継続すべきである。 

（事業の進捗の見込みの視点）(Ⅱ)

 継続すべきか否か（  継続  ） 

用地取得は完了しており、立体交差部の工事も着実に進んでいることから、事業を継続すべきである。 

（コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点）(Ⅲ)

 見直しの必要の有無（   無   ） 

  建設発生土の再利用や再生材の使用などのコスト縮減は図るが、代替案は立案しない。 

総合評価（中止時の影響、事後措置を含む）

 本路線を周辺の幹線道路とともに整備することで道路ネットワークの形成の推進が図られるとともに、歩行者、自転車の

安全性向上、地域の防災性や利便性の向上、良好な都市景観の創出などの整備効果が期待される。そのため、引き続き事業

を推進していく必要がある。 

 以上から、事業者として「継続」する。 

対応方針（案） 継 続 ・ 中 止
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平成２９年度第１回事業評価委員会

【参考】前回再評価時資料



道路・街路事業再評価チェックリスト（１／３）番号：街－３   

事業の名称
東村山都市計画道路3・4・18号線 

及び西東京都市計画道路3・4・26号線
実施主体 東京都 評価該当要件

５年間継続 

（再々評価）

事業所管部所 道路建設部 街路課

都市計画決定（当初） 昭和３７年    ７月 

都市計画変更（最新）     年     月

事業認可年度（当初）   平成１０年度 

事業認可年度（最新）   平成２２年度

事業箇所 西東京市西原町四丁目から東久留米市南町一丁目 評価対象区間延長   ６３０ｍ

事業期間 平成１０年 ７月～平成２６年 ３月

事業目的

東村山３･４･１８号線は多摩北部を南北に結ぶ幹線道路の一つであり、東久留米市南町二丁目から東

久留米市浅間町二丁目までの延長約３．３ｋｍ、幅員１６～２０．５ｍの都市計画道路である。 

 本路線は、小金井街道や西東京市内の北原交差点など周辺道路の交通渋滞緩和、歩行者の安全性確保

を目的とし、所沢街道から新青梅街道までの区間が事業中である。 

 本評価対象区間は、東久留米市南町二丁目から同市南町一丁目までの５６０ｍ及び西東京市西原四丁

目から両市境までの７０ｍを整備するものである。 

用 地 費 工 事 費 合  計

全体事業費      ４，５１１百万円            ６６０百万円          ５，１７１百万円

執行済額 

（執行率） 

平成２３年度末

     ４，５１１百万円 

     （   １００ ％）

         ３５９百万円 

      （  ５４ ％）

           ４，８７０百万円 

          （  ９４ ％）

用地取得率 

平成２３年３月現在

取得予定面積（Ａ） 既取得面積（Ｂ） 用地取得率（Ｂ／Ａ）

８，８４１㎡ ８，８４１㎡ １００％

事業の必要性等に関する視点 (Ⅰ)

事業の順調さ（事業は順調に進んでいるか）

１．事業の進捗状況

○進捗率 

用地取得率は平成２３年度末で１００％であるが、未移転物件が残っている。工事については、一部区間を残し

平成２４年度末に完了する予定である。 

○残事業 

 用地については、契約は締結したが再建策が未定のため建物の移転が完了していない案件が一件ある。引き続き

関係地権者に再建策の提出を求め、早期の移転を強く求めていく。工事については、移転完了後速やかに工事着手

する。 

○その他 

 特になし。 

２．一定期間を要した背景

○５年間未着工又は10年間継続等となった原因 

再建計画に関して折衝が難航している物件があり、未だ合意が得られていない。 

○地元の理解・協力の状況 

 地元住民から、本路線の早期開通の陳情が議会に提出されるなど、整備に対する要望は強い。 

事業を取り巻く状況の変化（採択時の事業の必要性は変化しているか）

１．社会経済情勢の変化（有・無） 「有」の場合は変化の内容を、「無」の場合は現況を記載。

本路線周辺の平成２２年度の現況交通量は、平成１７年度と比較して、やや増加傾向にあり、交通渋滞の緩和に

資する道路ネットワークの構築を進めるためにも、本路線の整備が必要である。 

○現況自動車交通量【小金井街道】（道路交通センサスによる平日１２時間交通量） 

平成１７年：１０，７４６台  平成２２年：１２，４９１台 

２．関連計画の変更（有・無）
「有」の場合は変更の内容を、「無」の場合は計画における当該事業の位置づけを記載。

本区間は、多摩における都市計画道路の第二次事業化計画として着手された区間である。

11



道路・街路事業再評価チェックリスト（２／３）番号：街－３    

事業の名称 東村山都市計画道路３・４・１８号線及び西東京都市計画道路３・４・２６号線 

事業を取り巻く状況の変化（採択時の事業の必要性は変化しているか）

３．周辺施設の整備状況の変化（有・無） 「有」の場合は変化の内容を、「無」の場合は現況を記載。

 本評価対象区間の北側では、大型ショッピングセンターの開業に向け、工事が進められている。 

４．関連する他事業等の進捗状況の変化（有・無） 「有」の場合は変化の内容を、「無」の場合は現況を記載。

 本路線を東西方向に交差する東村山３・４・１１号線について、本路線交差部から西側５６０ｍを平成１９年度

に交通開放している。 

５．評価対象区間以外の当該路線の整備状況

 本評価対象区間の北側の所沢街道から東村山３・４・１１号線までの１８０ｍ区間については、平成１９年度に

交通開放をしている。 

事業の効果（事業の目的に対して十分な効果を発揮することができるか）

１．定性的効果

（該当番号を○で囲む） 

１ 交通渋滞の解消、２ 物資流動円滑化への寄与、３ 土地利用の転換・高度化、４ 都市景観の向上、５ バ

スの定時性、６ 交通事故の減少、７ 緊急車両の走行、８ 延焼遮断、９ 交通不便地域の解消、10  商業・産

業の活性化、11  バリアフリー化、12  公共施設へのアクセス向上、13  迂回交通の減少、  14  自転車や歩行者

のための空間確保、15  災害時の避難路の確保、16  消防活動困難地域の解消、17  その他（         ）

（主な内容）新設道路の整備による周辺道路の交通渋滞緩和、歩道の整備による自転車・歩行者の安全性向上、 

      災害発生時の避難路の確保 

２．定量的効果

Ｂ／Ｃ＝ １．８                              （当初Ｂ／Ｃ＝ ２．３ ）

○便益（Ｂ）の算定（項目と金額） 

走行時間短縮便益   １１３．０８億円 

走行経費減少便益     ２．６５億円 

交通事故減少便益     ０．１７億円 

現在価値化総便益額  １１５．９０億円 

（平成２３年度基準） 

○費用（Ｃ）の算定（項目と金額） 

現在価値化総便益額（平成２３年度基準） 

事業費     ６０．８６億円 

維持管理費    ２．０５億円 

総額      ６２．９１億円

評 

価 

と

理

由

評価の項目 評 価 当該評価を付した理由

事業の順調さ 

（事業は順調に進んで

いるか） 

Ｂ 
難航している未移転物件については、再建策の提出を粘り強く求め、早期の

移転に努める。工事については、移転完了後速やかに着手していく。 

Ａ：特に障害はなく、概ね順調に進んでいる。 

Ｂ：障害はあるが、解決の見込みがある。 

Ｃ：解決が非常に困難な障害がある。

事業を取り巻く状況 

の変化 

（採択時の事業の必要

性は変化しているか）

Ａ 
周辺道路の整備とともに、本評価路線を整備し道路ネットワークの構築を進

めることで、交通渋滞の緩和、災害時の避難路の確保、歩行者の安全性の向上

などが図られることから必要性は高まっている。

Ａ：事業の必要性が高まった。 

Ｂ：事業の必要性は変化していない。 

Ｃ：事業の必要性が低下した。
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道路・街路事業再評価チェックリスト（３／３）番号：街－３    

事業の名称 東村山都市計画道路３・４・１８号線及び西東京都市計画道路３・４・２６号線 

評 

価 

と 

理 

由

事業の効果 

（事業の目的に対して

十分な効果を発揮する

ことができるか）

Ａ

新青梅街道と所沢街道を結ぶ本路線を整備することで、周辺道路の交通渋滞

緩和、災害時の避難路の確保、歩行者の安全性の向上など事業効果を十分発揮

できる。

Ａ：事業の目的に対して、十分な効果が期待できる。  

Ｂ：事業の目的に対して、一定の効果が期待できる。  

Ｃ：事業の目的に対して、あまり効果が期待できない。

事業の進捗の見込みの視点 (Ⅱ)

評 価 当該評価を付した理由

Ｂ

用地については、難航している未移転物件の再建策の提出を粘り強く求め、早期の移転に努める。

工事については、移転完了後速やかに着手する。

Ａ：概ね順調な進捗（実施）が見込まれる。 

Ｂ：課題はあるが、努力により進捗（実施）が見込まれる。 

Ｃ：解決困難な障害の発生（継続）により、進捗（実施）が困難である。

コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点(Ⅲ)

コスト縮減や代替案立案等の可能性（有・無） 「有」の場合はその内容を、「無」の場合は理由を下欄に記載。

○技術の進展に伴う新工法の採用等による新たなコスト縮減の可能性 

 一般的な街路築造工事であるため、施工にあたって新工法を採用する余地は極めて少ない。 

○事業手法、施設規模等の見直しの可能性 

 難航している未移転物件の早期移転に努め、移転完了後、速やかに工事に着手することから、事業手法、施設規

模等を見直す余地はない。 

その他、日々の事業執行におけるコスト縮減等の取組み

 施工にあたっては、建設発生土の再利用や再生材の使用を行っている。 

評価の視点

（事業の必要性等に関する視点）(Ⅰ)

 継続すべきか否か（  継続  ） 

道路ネットワークを形成することで、周辺道路の交通渋滞緩和、災害時の避難路の確保、歩行者の安全性の向上など

事業効果が十分に期待できることから、事業を継続すべきである。 

（事業の進捗の見込みの視点）(Ⅱ)

 継続すべきか否か（  継続  ） 

難航している未移転物件の早期移転に努め、移転完了後、速やかに工事に着手することから、事業を継続すべきであ

る。 

（コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点）(Ⅲ)

 見直しの必要の有無（   無   ） 

  建設発生土の再利用や再生材の使用などのコスト縮減は図るが、代替案は立案しない。 

総合評価（中止時の影響、事後措置を含む）

 本路線は多摩北部を南北に結ぶ地域幹線道路の一つであり、周辺の幹線道路とともに整備することで道路ネットワーク

の形成の推進が図られ、周辺道路の交通渋滞緩和、災害時の避難路の確保、歩行者の安全性の向上などの整備効果が期待

される。そのため、引き続き事業を推進していく必要がある。 

 以上から、事業者として「継続」する。 

対応方針（案） 継 続 ・ 中 止
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前回再評価と今回再々評価の比較 番号  街－３ 

事業の名称 東村山都市計画道路3・4・18号線及び西東京都市計画道路3・4・26号線 前回再評価時 今回再々評価 前回と今回の比較

事業概要の比較 前回再評価時 今回再々評価 前回と今回の比較

事業の進捗の見込みの

視点（Ⅱ） 

用地については、難航物

件を収用手続きへの移

行を前提とした折衝を

行い、早期取得に努める

。工事については、用地

取得済み箇所から順次

工事を進捗させること

が可能である。

用地については、難航

している未移転物件の

再建策の提出を粘り

強く求め、早期の移転

に努める。工事につい

ては、移転完了後速や

かに着手する。

用地については平成２３年度末で１００％であ

るが、未移転物件が残っている。 

工事については一部区間を残し今年度末に完了

する予定。 

全体事業費（百万円） 

内、用地費 

内、工事費

３，４０２ 

２，７８２ 

６２０

５，１７１ 

４，５１１ 

６６０

用地費の精査により、増額となっている。 

執行済額（執行率,%） 

内、用地分（執行率,%）

内、工事分（執行率,%）

*済額は百万円単位

１，９０６（５６％）

１，８８８（６８％）

１８（３％）

４，８７０（９４％） 

４，５１１（１００％）

３５９（５４％）

用地については、契約は締結したが再建策

が未定のため建物の移転が完了していない

案件が一件ある。 

工事については一部区間を残し今年度末に

完了する予定。 

コスト縮減や代替案立案

等の可能性の視点（Ⅲ）

一般的な平面街築工事

であり、特に工法検討を

用いるような構造物も

ないことから、コスト縮

減の可能性はない。 

一般的な街路築造工事

であるため、施工にあ

たって新工法を採用す

る余地は極めて少ない

。

用地取得予定面積,㎡ 

既取得面積,㎡ 

用地取得率,%

８，８４２㎡ 

７，０３２㎡ 

８０％

８，８４１㎡ 

８，８４１㎡ 

１００％

用地は１００％取得している。 

事業期間
平成１０年度～

平成２３年度

平成１０年度～ 

平成２５年度
事業認可延伸による。 

総合評価 

周辺道路の交通渋滞緩

和、災害時の避難路の確

保、歩行者の安全性の向

上など、事業効果が十分

に期待できる。

周辺道路の交通渋滞緩

和、災害時の避難路の

確保、歩行者の安全性

の向上など、事業効果

が十分に期待できる。 

（継続・中止）

路線の必要性に変化なし。 事業規模等
Ｗ＝１６ｍ 

Ｌ＝６３０ｍ 

Ｗ＝１６ｍ 

Ｌ＝６３０ｍ
変化なし。 

（その他）

評価主体のコメント 
本路線は多摩北部を南北に結ぶ地域幹線道路の一つであり、周辺の幹線道路とともに整備するこ

とで道路ネットワークの形成の推進が図られ、周辺道路の交通渋滞緩和、災害時の避難路の確保、

歩行者の安全性の向上などの整備効果が期待される。そのため、引き続き事業を推進していく必要

がある。 

事業の必要性等に関す 

る視点（Ⅰ）
前回再評価時 今回再々評価 前回と今回の比較

・事業の順調さ 

・事業を取り巻く状況の

変化 

・事業の効果

・用地は８０％と買収

が進んでおり、工事は

、平成１９年度から着

手する。 

・都営住宅が低層から

高層化された。また、

戸建住宅の建設が進ん

でいる。 

・周辺道路の交通渋滞

緩和、歩行者の安全性

の向上、災害発生時の

避難路の確保

・用地については、契約

は締結したが再建策が未

定のため建物の移転が完

了していない案件が一件

ある。工事は、一部区間

を残し完了する予定。 

・本評価対象区間の北側

では、大型ショッピング

センターの開業に向け、

工事が進められている。

・周辺道路の交通渋滞緩

和、歩行者の安全性の向

上、災害発生時の避難路

の確保

路線の必要性に変化なし。 

前回付議時の委員会の

指摘事項等 特になし 

定量的効果（Ｂ／Ｃ） 
２．３ １．８  

前回再評価年度 平成１９年度 付議委員会 平成１９年度 第１回事業評価委員会
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道路・街路事業再評価チェックリスト（１／４） 番号：都―建―街―１２

事業の名称
東村山都市計画道路3・4・18号線 

及び西東京都市計画道路3・4・26号線
実施主体 東京都 評価該当要件 10年間継続 

事業所管部所 道路建設部 街路課

都市計画決定（当初） 昭和３７年    ７月 

都市計画変更（最新）     年     月

事業認可年度（当初）   平成１０年度 

事業認可年度（最新）   平成１８年度

事業箇所 西東京市西原町四丁目から東久留米市南町一丁目 評価対象区間延長   ６３０ｍ

事業期間 平成１０年 ７月～平成２３年 ３月

事業目的

 東村山３・４・１８号線は多摩北部を南北に結ぶ幹線道路の一つである新小金井久留米線の東久留米

市南町二丁目から東久留米市浅間町二丁目までの延長約3.3km、幅員16～20.5mの都市計画道路である。

 本路線は、小金井街道や西東京市内の北原交差点など周辺道路の交通渋滞緩和、歩行者の安全性確保

を目的とし、東村山３・４・１１の整備に加え、新青梅街道から所沢街道まで約810mが事業中である。

 本評価対象区間は、東久留米市南町二丁目から同市南町一丁目（東村山３・４・１１）までの560m

及び西東京３・４・２６の西東京市西原四丁目（新青梅街道）から両市境までの70mを整備するもので

ある。 

                            計  画 

                             16.0 

        3.5           9.0            3.5 

用 地 費 工 事 費 合  計

全体事業費      ２，７８２百万円             ６２０百万円          ３，４０２百万円

執行済額 

（執行率） 

平成18年度末

     １，８８８百万円 

     （    ６８％）

           １８百万円 

      （    ３％）

           １，９０６百万円 

          （   ５６％）

用地取得率 

平成19年3月現在

取得予定面積（Ａ） 既取得面積（Ｂ） 用地取得率（Ｂ／Ａ）

８，８４２㎡ ７，０３２㎡ ８０％

N 

東久留米市 

西東京市 

西東京３・４・２６       東村山３・４・１８ 

①          ②            ③ 

①Ｌ＝ ７０ｍ 事業認可 平成１０年 ７月１０日（再評価対象区間） 

         ②Ｌ＝５６０ｍ 事業認可 平成１０年 ７月１０日（再評価対象区間） 

         ③Ｌ＝１８０ｍ 事業認可 平成 ９年 ６月２６日
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道路・街路事業再評価チェックリスト（２／４） 番号：都―建―街―１２

事業の名称 東村山都市計画道路３・４・１８号線及び西東京都市計画道路３・４・２６号線 

事業の必要性等に関する視点 (Ⅰ)

事業の順調さ（事業は順調に進んでいるか）

１．事業の進捗状況

○進捗率 

 用地取得率は平成１８年度末で８０％であり、工事については、平成１９年度から街築工事に着手する。 

○残事業 

 用地については、再建方法について折衝が難航している物件がある。今後、具体的な再建計画の提示等を行い、

平成１９年度中の収用手続きへの移行を前提とした折衝を行う。工事については、用地取得済み箇所から順次施行

していく。 

２．一定期間を要した背景

○５年間未着工又は10年間継続等となった原因 

 計画線上にある都営住宅の建替え計画にあわせ、事業認可を取得したが、都営住宅の住民の移転が遅れ、事業用

地の所管替えまでに時間を要した。また、再建計画に関して折衝が難航している物件があり未だ合意が得られてい

ない。 

○地元の理解・協力の状況 

 再建計画に関して折衝が難航している１件を除き、事業に関する理解は得られている。 

事業を取り巻く状況の変化（採択時の事業の必要性は変化しているか）

１．社会経済情勢の変化（有・無） 「有」の場合は変化の内容を、「無」の場合は現況を記載。

所沢街道                        ○再評価路線周辺の現況交通量は、平成１７年 

① ３月に、新小金井街道の小平区間（青梅街道 

～東京街道）が開通したことから、交通分散 

東村山３・４・１８           傾向にあり、更なるネットワークの構築を進 

                      西東京３・４・２６         め交通渋滞緩和のために再評価路線の整備が 

 必要と考える。 

東京街道② 新青梅街道③    北原交差点

                             ⑤青梅街道 

           ④小金井街道 西武新宿線

                         ⑥ 青梅街道 

     ⑦新小金井街道 

現況自動車交通量（道路交通センサス：【平日】[単位：台/12H]） 

       平成９年度      平成１１年度      平成１７年度 

    ①   ９，０４１       ９，０７６       ９，２９７ 

    ②  ７，１０６       ７，２２３       ６，２６１ 

    ③ ２８，６６１      ２８，３７５      ２７，０５７ 

    ④ １１，３５９      １１，１７６       ９，０１５ 

    ⑤  ７，１７０       ６，９７８       ６，７７６ 

    ⑥ ２５，３４２      ２８，６３６      ２７，５４２ 

    ⑦  ８，１０７       ９，５３３      １０，８８２

２．関連計画の変更（有・無） 「有」の場合は変更の内容を、「無」の場合は計画における当該事業の位置づけを記載。

「多摩における都市計画道路の第二次事業化計画」（平成８年度から平成１７年度） 

 本計画は、①都市機能の確保、②地域環境の保全、③都市防災の強化、④都市空間の確保の観点から、優先的に

整備すべき路線を選定している。 

 本再評価区間については、この計画に位置づけられている。 
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道路・街路事業再評価チェックリスト（３／４） 番号：都―建―街―１２

事業の名称 東村山都市計画道路３・４・１８号線及び西東京都市計画道路３・４・２６号線 

事業を取り巻く状況の変化（採択時の事業の必要性は変化しているか）

３．周辺施設の整備状況の変化（有・無） 「有」の場合は変化の内容を、「無」の場合は現況を記載。

本路線に隣接している都営住宅が低層から高層化された。また、沿道に小学校があることから、戸建住宅の建設

が目立つようになった。 

４．関連する他事業等の進捗状況の変化（有・無） 「有」の場合は変化の内容を、「無」の場合は現況を記載。

 本路線を東西方向に交差する、東村山３・４・１１は平成１９年度中に交通開放する。また、東久留米市施行の

雨水幹線下水道事業も順次進められており、平成１９年度は本評価対象区間の工事に着手する。 

５．評価対象区間以外の当該路線の整備状況

 本評価対象区間の北側の東村山３・４・１１から所沢街道までの１８０ｍ区間については既に街築・舗装工事が

完了していることから、平成１９年度中に東村山３・４・１１と併せて交通開放をする。その後、電線共同溝工事

を施行する。 

事業の効果（事業の目的に対して十分な効果を発揮することができるか）

１．定性的効果

（該当番号を○で囲む） 

１ 交通渋滞の解消、２ 物資流動円滑化への寄与、３ 土地利用の転換・高度化、４ 都市景観の向上、５ バ

スの定時性、６ 交通事故の減少、７ 緊急車両の走行、８ 延焼遮断、９ 交通不便地域の解消、10  商業・産

業の活性化、11  バリアフリー化、12  公共施設へのアクセス向上、13  迂回交通の減少、  14  自転車や歩行者

のための空間確保、15  災害時の避難路の確保、16  消防活動困難地域の解消、      17  その他（      

     ） 

（主な内容）新設道路の整備による周辺道路の交通渋滞緩和、歩道の整備による自転車・歩行者の安全性向上 

      災害発生時の避難路の確保 

２．定量的効果

Ｂ／Ｃ＝ ２．３                              （当初Ｂ／Ｃ＝      ）

○便益（Ｂ）の算定（項目と金額） 

時間便益   １５．３０億円／年 

 走行便益   △０．４０億円／年 

 事故損失益  △０．１７億円／年 

 現在価値化総便益額 ２５７億円 

（平成18年度基準） 

○費用（Ｃ）の算定（項目と金額） 

現在価値化総便益額（平成18年度基準） 

  事 業 費    １０５億円 

  維持管理費      ６億円 

  総   額    １１１億円 

評 

価 

と

理

由

評価の項目 評 価 当該評価を付した理由

事業の順調さ 

（事業は順調に進んで

いるか） 

Ｂ 
事業用地の取得あたり、難航している残物件については収用手続きへの移行を

前提として折衝を行う。工事については用地取得済み箇所から順次施行してい

く。 

Ａ：特に障害はなく、概ね順調に進んでいる。 

Ｂ：障害はあるが、解決の見込みがある。 

Ｃ：解決が非常に困難な障害がある。

事業を取り巻く状況 

の変化 

（採択時の事業の必要

性は変化しているか）

Ａ 
周辺道路の整備とともに、本評価路線を整備し道路ネットワークの構築を進め

ることで、交通渋滞の緩和、災害時の避難路の確保、歩行者の安全性の向上な

どが図られることから必要性は高まっている。 

Ａ：事業の必要性が高まった。 

Ｂ：事業の必要性は変化していない。 

Ｃ：事業の必要性が低下した。
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道路・街路事業再評価チェックリスト（４／４） 番号：都―建―街―１２

事業の名称 東村山都市計画道路３・４・１８号線及び西東京都市計画道路３・４・２６号線 

評 

価 

と 

理 

由

事業の効果 

（事業の目的に対して

十分な効果を発揮する

ことができるか）

Ａ 
新青梅街道と所沢街道を結ぶ本路線を整備することで、周辺道路の交通渋滞

緩和、災害時の避難路の確保、歩行者の安全性の向上など事業効果を十分発

揮できる。 

Ａ：事業の目的に対して、十分な効果が期待できる。  

Ｂ：事業の目的に対して、一定の効果が期待できる。  

Ｃ：事業の目的に対して、あまり効果が期待できない。

事業の進捗の見込みの視点 (Ⅱ)

評 価 当該評価を付した理由

Ｂ 
用地については、難航物件を収用手続きへの移行を前提とした折衝を行い、早期取得に努める。工事に

ついては、地元住民の理解を得られていること、占用企業者との調整を図っていることから、用地取得

済み箇所から順次工事を進捗させることが可能である。 

Ａ：概ね順調な進捗（実施）が見込まれる。 

Ｂ：課題はあるが、努力により進捗（実施）が見込まれる。 

Ｃ：解決困難な障害の発生（継続）により、進捗（実施）が困難である。

コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点(Ⅲ)

コスト縮減や代替案立案等の可能性（有・無） 「有」の場合はその内容を、「無」の場合は理由を下欄に記載。

○技術の進展に伴う新工法の採用等による新たなコスト縮減の可能性 

 一般的な平面街築工事であり、特に工法検討を用いるような構造物もないことから、新工法の採用等によるコス

ト縮減の可能性はない。 

○事業手法、施設規模等の見直しの可能性 

 難航している物件の早期取得に努め、用地取得済み箇所から順次工事を進めることから、今後、事業手法、施設

規模等を見直す可能性はない。 

その他、日々の事業執行におけるコスト縮減等の取組み

  工事の施行にあたり、建設発生土の再利用等を実施する。 

評価の視点

（事業の必要性等に関する視点）(Ⅰ)

 継続すべきか否か（ 継続  ） 

 幹線道路とのネットワークを形成することで、周辺道路の交通渋滞緩和、災害時の避難路の確保、歩行者の安全性の

向上など、事業効果が十分に期待できることから、事業を継続すべきである。 

（事業の進捗の見込みの視点）(Ⅱ)

 継続すべきか否か（ 継続  ） 

 難航している物件の早期取得に努め、用地取得済み箇所から順次工事を進めることが可能であるため、事業を継続す

べきである。 

（コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点）(Ⅲ)

 見直しの必要の有無（ 無 ） 

 建設発生土の再利用等のコスト縮減を図る。 

総合評価（中止時の影響、事後措置を含む）

 本路線は多摩北部を南北に結ぶ地域幹線道路の一つであり、周辺の幹線道路とともに整備することで道路ネットワー

クの形成の推進が図られ、周辺道路の交通渋滞緩和、災害時の避難路の確保、歩行者の安全性の向上など、非常に高い

事業効果が期待できることから必要性も高まっている。 

 以上から、対応方針は事業者として「継続」する。 

対応方針（案） 継 続 ・ 中 止
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